
業務棚卸評価シート 1/4

23年度 24年度 25年度 241,551 241,551 254,753 254,753

1 総

労働行政推進懇
談会に係る事務
（労政問題懇談
会に係る事務）

労働行政に関する主要施
策等について労働者・使
用者・学識経験者等との
懇談の場を設置し市民
ニーズに即した労政推進
をめざす。

労政懇
委員

定
例
定
型

懇談会の開
催回数

年２回 年２回 年２回 20 50%

事務事業の目的の達
成に向けて、活動内
容や方法の改善によ
り成果が見込める。

Ｃ 88 未 中 中 中
現状維

持

1
労政問題懇談会
に係る事務

平成２３年４
月１日廃止。
事業№701と
統合し下段へ
移行

事業№701と
統合し下段へ
移行

1

労働行政推進懇
談会に係わる事
務

労働行政推進
懇談会に関す
る業務

懇談会の開催
回数

年２回 年１回 20
労働行政推進
懇談会に関す
る業務

懇談会の開催
回数

年２回 88
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2 総
地域職業相談事
業

職業相談・職業紹介を実
施することにより、１人
でも多くの未就労者の就
職を支援する。

求職
者・求
人事業

所

政
策

利用者数
40,000
人

40,800人 41,600人 2,046 118%
市民ニーズが高く、
成果が出ている。 Ａ 2,268

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持

2
地域職業相談事
業

１５歳以上の
求職者の職業
相談及び求人
情報の提供等

開設日数
年２３２
日

年２３２
日

2,046

１５歳以上の
求職者の職業
相談及び求人
情報の提供等

利用者数
40,800
人

2,268 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

3 総 労働相談事業

労働者の労働問題に対し
て手軽に相談し、アドバ
イスや解決手段を提供す
るため。

労働相
談希望

者

定
例
定
型

相談者数
（一般・街
頭）

１３０人 ８０人 ８０人 385 95%
事務事業の目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 90 未 中 中 中
現状維

持

3 労働相談事業
街頭労働相談
会の開催等の
事務

相談会の開催
回数

年1回
年3回 25

街頭労働相談
会の開催等の
事務

相談者数 ８０人 90 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

3 労働相談事業
労働相談会の
開催等の事務

相談会の開催
回数

年２４回
年２４回 360 №１０に統合

4 総
若年労働者キャ
リア形成支援・
相談事業

おおむね３５歳以下の若
年者を対象とした就労や
キャリア形成相談によ
り、より良く働くことを
応援する。

若年相
談希望

者

政
策

利用者数 １１０人 １１２人 １１４人 730 100%
事務事業の目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 現状維
持

4

若年労働者キャ
リア形成支援・
相談事業

相談会開催等
の事務

相談会の開催
回数

年４８回 年４８回 730 №１０に統合

5 総
湘南就職面接会
事業

ハローワーク藤沢並びに
管内の３市１町により面
接会を開催し未就労者の
就職を支援する。

就職・
転職希
望者

政
策

参加者数
採用者数

３００人
　２０人

３００人
２５人

３００人
３０人

290 46%

23年度は参加者
144人、採用者数3
人だったため、目標
達成に向けて開催方
法、内容などを見直
す。

Ｃ 300 未 高 中 中
現状維

持

5
湘南就職面接会
事業

就職面接会の
開催

面接会の開催
回数

年１回 年1回 290
就職面接会の
開催

参加者数
採用者数

３００人
２５人

300
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

6 総 事業所訪問事業

事業者や労働団体等を訪
問により勤労者のニーズ
を把握し有効な施策立案
に努める。

市内事
業所、
労働団
体等

定
例
定
型

事業所訪問
数

１００件
（雇用労働
課５０件）

１００件
（雇用労働
課５０件）

１００件
（雇用労働
課５０件）

90%
事務事業の目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持

6 事業所訪問事業

労政知識、経
験を有する者
と事業所を訪
問し勤労者の
ニーズ把握に
努める

事業所等訪問
件数

５０社 ４５社

関係機関との
連携により事
業所を訪問し
求人状況や勤
労者のニーズ
把握に努める

事業所等訪問
数

８０件
（産業振
興課との
合算）

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7 総
労働団体育成事
業

労働団体の運営及び福祉
活動に対する事業に対
し、助成を行う。

労働団
体等

定
例
定
型

助成団体数 ３団体 ３団体 ３団体 100 100%
事務事業の達成に向
けてすでに成果が出
ている。

Ａ 785 未 中 中 中
現状維

持

7
労働団体育成事
業

湘南地区障害
者スポーツ大
会への負担金
の支出等

負担金の支出
期限

平成２４
年１月

広域事業
補助金利
用のため
支出なし

湘南地区障害
者スポーツ大
会への負担金
の支出等

負担金の支出
件数

１件 50
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

7
労働団体育成事
業

湘南地区労働
祭行事への補
助金の支出等

負担金の支出
期限

平成２３
年５月

事業中止
湘南地区労働
祭行事への補
助金の支出等

補助金の支出
件数

１件 635
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 充実感をもって働けるための就労を支援する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

雇用労働課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

雇用労働課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）
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実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 充実感をもって働けるための就労を支援する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

雇用労働課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

雇用労働課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

7
労働団体育成事
業

湘南地区労働
者福祉協議会
への補助金の
支出等

負担金の支出
期限

平成２３
年５月

平成２３
年４月

100

湘南地区労働
者福祉協議会
への補助金の
支出等

補助金の支出
件数

１件 100
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

8 総 勤労者福祉事業

勤労者世帯の経済的負担
の軽減を図るとともに、
広域によるサービスセン
ター事業に参画し豊かで
充実した生活を支援す
る。

　市内
在住、
在勤の
勤労者

政
策

住宅・教育
資金利子補
給利用件数

３６０件 ３９０件 ４２０件 181,180 104%
事務事業の目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 184,789

業
務
計
画

未 高 中 中 拡大

8 勤労者福祉事業

勤労者の住宅
資金利子補給
金交付に係る
事務等

新規（初回）
申請者数

年９０件 年７０件 15,996

勤労者の住宅
資金利子補給
金交付に係る
事務等

申請者数
年３７０
件

20,700
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

8 勤労者福祉事業

勤労者の教育
資金利子補給
金交付に係わ
る事務

利子補給の受
付日数

年４０日 年３８日 184

勤労者の教育
資金利子補給
金交付に係わ
る事務

利子補給の受
付件数

年２０件 600
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

8 勤労者福祉事業

勤労者生活対
策資金事業の
融資資金預託
契約

預託期限
平成２３
年４月

平成２３
年４月

155,000

勤労者生活対
策資金事業の
融資資金預託
契約

預託件数 １件 155,000
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

8 勤労者福祉事業

勤労者福祉対
策資金事業の
融資資金預託
契約及び制度
周知

預託期限
平成２３
年４月

平成２３
年４月

10,000 廃止

8 勤労者福祉事業

広域による中
小企業勤労者
福祉サービス
センター事業
への参画

加入会員数 ５００人 8,489
不
可

不
要

可
不
可

無 なし
増
や
す

9 総 技能者育成事業

技能者のさらなる技能、
技術を磨くとともに、後
進の育成指導により各業
種の発展を図る。

市内の
事業所
に勤務
する者

定
例
定
型

被表彰者数 ５５人 ５５人 ５５人 480 84%
事務事業の目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 579 未 中 中 中
現状維

持

9 技能者育成事業

永年同じ職種
に従事し職種
の向上発展に
寄与した者を
表彰する

技能者表彰式
の開催

年１回 年１回 480

永年同じ職種
に従事し職種
の向上発展に
寄与した者を
表彰する

被表彰者数 ５５人 579
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10 総
勤労市民会館の
管理運営

指定管理者による勤労者
の福祉の充実と文化の振
興を図るとともに、多く
の市民に集いと交流の場
を提供する。

勤労者
及び市

民

定
例
定
型

開館日数 ３４８日 ３４７日 ３４７日 54,355 100%
事務事業の目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 54,422

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持

10
勤労市民会館の
管理運営

会館の指定管
理業務に関す
る予算執行等
の総務業務

会館の開館日
数

年３４８
日

年３４８
日

54,325

会館の指定管
理業務に関す
る予算執行等
の総務業務

会館の開館日
数

年３４７
日

54,422 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

労働講座等の
開催

各種講座の開
催回数

年８講座
年１０講
座

労働講座等の
開催

各種講座の開
催回数

年２講座 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

中小企業勤労
者福祉事業の
実施

講座等の開催
回数

年５講座 年５講座
中小企業勤労
者福祉事業の
実施

講座等の開催
回数

年５講座 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

若年者就業支
援事業の実施

セミナー等の
開催回数

年１２講
座

年６講座
若年者就業支
援事業の実施

セミナー等の
開催回数

年４講座 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

中高齢者就業
支援事業の実
施

セミナー等の
開催回数

年７講座
年１２講
座

中高齢者就業
支援事業の実
施

セミナー等の
開催回数

年４講座 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

知識や技能を
習得するため
の技能講座の
開催

講座等の開催
回数

年１０講
座

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

人材育成のた
めの就職支援
総合相談窓口
の開設

相談窓口の開
設日数

年２３２
日

年２３２
日

人材育成のた
めの就職支援
総合相談窓口
の開設

相談窓口の開
設日数

年２３３
日

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 241,551 241,551 254,753 254,753

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 充実感をもって働けるための就労を支援する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

雇用労働課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

雇用労働課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

10
勤労市民会館の
管理運営

（事業№３）
労働相談会事
業を指定管理
者業務に加え
開催

相談会の開催
回数

年２４回
済

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

（事業№４）
若年労働者
キャリア形成
支援・相談事
業を指定管理
者業務に加え
開催

相談会の開催
回数

年４８回 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告書の
評価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告書の
評価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年１回
指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

導入施設への
実施調査回数

年４回 年４回
指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

導入施設への
実施調査回数

年４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10
勤労市民会館の
管理運営

２４年度から
の指定管理者
の選定

選定委員会の
開催回数

年２回 年２回 30

２４年度から
の指定管理者
の選定が終了
したため

11 総
勤労市民会館の
維持管理

安全な施設の維持管理に
努めるとともに利用者の
利便性の向上をはかる。

勤労者
及び市

民

定
例
定
型

開館日数 ３４８日 ３４７日 ３４７日 1,965 100%
事務事業の目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 11,142 未 中 中 中
現状維

持

11
勤労市民会館の
維持管理

会館維持管理
に関する予算
執行等の総務
業務

会館の開館日
数

年３４８
日

年３４８
日

1,965

会館維持管理
に関する予算
執行等の総務
業務

会館の開館日
数

年３４７
日

11,142
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

12 総
県・近隣自治体
との連携

かながわ労働センター湘
南支所等と適宜情報交
換、情報提供を行い労働
行政の推進を図る。

情報を
必要と
する市

民

定
例
定
型

情報交換回
数

２４回 ２４回 ２４回 113%
事務事業の目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ 240 未 中 中 中
現状維

持

12
県・近隣自治体
との連携

県や近隣自治
体とのネット
ワーク組織参
加による情報
収集業務

情報交換回数 年２４回 年２７回

県や近隣自治
体とのネット
ワーク組織参
加による情報
収集業務

情報交換回数 年２４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

12
県・近隣自治体
との連携

県や関係団体
との連携によ
る共催事業の
開催

事業数 年４回 年５回

県や関係団体
との連携によ
る共催事業の
開催

事業数 年４回 240
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

13 総
障害者雇用啓発
事業

事業所訪問の際、障害者
雇用の実態または雇用促
進に向けた啓発等を行
う。

市内事
業所及
び市民

定
例
定
型

事業所訪問
件数

２０件 ２０件 ２０件 115%
事務事業の目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ
業
務
計
画

未 高 中 中
現状維

持

13
障害者雇用啓発
事業

事業所訪問及
び情報収集等
に関する業務

事業所訪問件
数

２０件 ２３件
事業所訪問及
び情報収集等
に関する業務

事業所訪問件
数

２０件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14 総
国所管の補助事
業の取りまとめ

雇用・就業機会の創出を
図るためのふるさと雇用
再生特別交付金事業及び
緊急雇用創出事業の取り
まとめ

非正規
労働者

等

定
例
定
型

雇用者数 ６１人 ２０人 ０人 203%
事務事業の目的の達
成に向けて、すでに
成果が出ている。

Ａ

緊急雇用創出
事業の計画期
間24年度まで
（国の補助制
度延長）

未 高 中 中 終了
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23年度 24年度 25年度 241,551 241,551 254,753 254,753

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 充実感をもって働けるための就労を支援する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

雇用労働課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

雇用労働課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

14
国所管の補助事
業の取りまとめ

県の基金を活
用した雇用・
就業機会の創
出事業の要請
及び取りまと
め

実施事業数 ２１事業 ２４事業

県基金活用し
障害者や大震
災の影響で失
業した人の就
業機会創出

雇用者数 ２０人
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

701 総
中小企業勤労者
福祉行政懇談会
に係る事務

中小企業勤労者福祉行政
を積極的に推進するため
に、主要事業や重要事業
を協議し、施策に反映さ
せる。

中小懇
委員

定
例
定
型

懇談会年間
開催回数

２回 0
※平成２３年度中Ｎ
o.1と統合し、実施
したため。

Ｚ

701

中小企業勤労者
福祉行政懇談会
に係る事務

懇談会開催に
関わる事務

№１に統合

888 総
災害応急対策活
動

地震動、津波等に伴う諸
現象による同時多発的災
害が発生した場合に、被
害を軽減し、応急対策活
動を課として迅速的確に
対処する。

全市民
等

定
例
定
型

未 高 高 高
現状維

持

888
災害応急対策活
動

部災害応急対
策活動マニュ
アルの作成及
び検証等（毎
年）

マニュアルの
作成及び検証

４月 ４月

部災害応急対
策活動マニュ
アルの作成及
び検証等（毎
年）

マニュアルの
作成及び検証

４月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

管理施設（勤
労市民会館）
の災害状況の
把握及び被害
報告（災害等
発生時）

公共施設の災
害状況把握及
び被害報告

随時 随時

管理施設（勤
労市民会館）
の災害状況の
把握及び被害
報告（災害等
発生時）

公共施設の災
害状況把握及
び被害報告

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

庁内共通事務 庁内共通事務 50 50


